
64 知的資産創造／2004年7月号

日米欧が志向している水素社会の実現は、2050年という超長期の時間軸で捉

える必要がある。各国政府が目指す環境保護、エネルギー安全保障といった目

的を達成するには水素をエネルギー媒体とした社会の構築が必要であり、その

ためには莫大なコストと時間を要する水素の貯蔵、輸送に関するインフラの整

備が不可欠である。

半世紀先になる水素社会への“過渡期”として、最も有力視されているのが

天然ガス社会であり、燃料電池メーカーや大手都市ガス会社は、その社会での

覇権を握るべく研究開発を行っている。

しかし、目先の事業性だけに目を奪われることなく、水素社会が近づくにつ

れて顕在化するさまざまな事業環境の変化を見極め、先手を打つことが重要で

ある。加えて、官民一体となって、現在開発途上の水素関連技術の規格化、標

準化を進めることが求められる。

水素社会に向けたビジネスシナリオ
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65水素社会に向けたビジネスシナリオ

1 注目を集める水素社会
米国のブッシュ大統領は、2003年の一般教

書演説で「水素エネルギーイニシアチブ」を

提案し、５年間で12億ドルを投じると発表し

た。また、同年２月の演説で、｢われわれが

燃料電池自動車を運転するようになるかどう

かはわからないが、われわれの孫はそうなっ

ているだろう」と述べた。これらにより、米

国が水素社会の実現に向けて本気になったと

して、それまでクリーンエネルギーの一部と

して認識されていた水素が、世界中の注目を

集めた。

水素社会への取り組みについて、米国では

古くはスパーク・マツナガ法まで遡ることが

できる。同法は、1990年にマツナガ上院議員

が議員立法で提案し成立させた５年間の時限

立法で、予算は2000万ドルと少額であった。

しかし、このスパーク・マツナガ法に端を発

し、1996年の「これからの水素に関する法

律」や、98年の「DOE（エネルギー省）水

素プログラム戦略計画」が続いている。

日本では、1993年度に通商産業省とNEDO

（新エネルギー・産業技術総合開発機構）が

｢WE－NET（水素利用国際クリーンエネルギ

ーシステム技術研究開発）プロジェクト」を

発足させ、2002年度まで精力的に技術開発や

シミュレーションを行い、水素インフラの確

立に必要な知見を蓄積してきた。WE－NET

プロジェクトは2003年度から「水素安全利用

等基盤技術開発プロジェクト」に引き継が

れ、現在に至っている。

EU（欧州連合）では、ドイツのミュンヘ

ン空港での水素エンジンバス、自動車の実証

試験などが行われてきた。EU以外でも、ア

イスランドは1999年に水素立国宣言を行い、

自国内での交通機関の燃料を水素に変換する

計画を立てている。

このように、水素社会に対する取り組みは

以前からなされていた。しかし、2003年のブ

ッシュ大統領の一般教書演説により、水素へ

の関心が一気に高まった。

2 水素社会の定義
本稿では、水素社会への移行の目的に鑑

み、水素社会像を次のように定義する。

自動車：水素を搭載した燃料電池自動車

が、オンサイトあるいはオフサイ

トで製造された水素を燃料として

走行する。

定置用：各家庭に水素が直接供給され、燃

料電池を通して発電および熱の供

給がなされる。

3 水素社会の目的は安全保障、
環境保護、産業育成

各国政府が水素社会へ移行する目的とし

て、①エネルギー供給源を多様化することに

よるエネルギー安全保障の確保、②排出物が

水だけという水素エネルギーを使用すること

による環境負荷の低減、③新規産業・雇用の

創出など産業競争力の強化――の３つがあげ

られる。

（１）エネルギー安全保障の確保

エネルギー安全保障を脅かす要因として、

化石燃料の枯渇、化石燃料の埋蔵地の偏在、

大規模発電設備の故障、および破壊行為によ

Ⅰ 日米欧はなぜ水素社会を
志向するのか
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るダウンなどが考えられる。これらの脅威に

対して、エネルギー媒体としての水素は、解

決策を与える。

水素は、化石燃料、非化石燃料を問わず、

種々の一次エネルギーから製造することが可

能なため、化石燃料が枯渇しても、水素をエ

ネルギー媒体に使用していれば、非化石燃料

へスムーズに移行できる。現在研究されてい

る水素の原料としては、改質用燃料として天

然ガス、石油、石炭、バイオマスがある。ま

た、水の電気分解の電力源として太陽光、風

力、水力、原子力による発電があり、水の熱

分解の熱源として高温ガス炉などがある。さ

らに、将来の技術ではあるが、光触媒を用い

た太陽光による水の分解などもあげられる。

天然ガス、石油、石炭以外は非化石燃料で

あるため、化石燃料の枯渇や化石燃料の埋蔵

地が偏在していることによるリスクから、エ

ネルギー安全保障を守ることができる。

一方、水素を燃料として用いる燃料電池

は、熱機関と異なり化学反応を利用している

ため、カルノーサイクルの制約を受けず、理

論的にはより高い発電効率を得ることができ

る。さらに、燃料電池は小型にしても発電効

率の低下が少ないことから、小型の分散電源

として利用できる。

2001年９月11日の同時多発テロや、2003年

８月14日のニューヨーク大停電を機に、特に

米国を中心に、大規模発電所やそれに付随す

る広域送電網をテロや事故から防衛する必要

性が高まっている。分散化した発電システム

は、あたかもインターネットのように、外部

からの攻撃や事故に対する防衛力が高い。

以上のような理由から、エネルギー安全保

障を強く意識する国にとって、水素社会は非

常に魅力的なものとなる。図１は米国エネ

ルギー省の考える水素社会像であり、水素の

供給源がさまざまなエネルギー源からなって

いる。

（２）環境負荷の低減

CO2（二酸化炭素）やSOx（硫黄酸化物）、

NOx（窒素酸化物）は、地球温暖化、環境

汚染の代表的な原因物質である。水素を燃料

として燃料電池で発電を行った場合は、こう

した物質を全く排出しないため、発電時には

完璧にクリーンな燃料といえる。ただし、化

石燃料や原子力発電の電力や熱を用いて水素

を製造した場合は、CO2、SOx、NOxや核廃

棄物が発生してしまう。

一方、再生可能エネルギーから水素を製造

している限りでは、水素はクリーンなエネル

ギー媒体といえる。再生可能エネルギーは、

発電出力が日照時間や風況などに左右されや

すいため、電力が必要なときに必要な量だけ

得ることが難しい。そのため、発電した電力

を何らかの形で貯蔵する必要がある。
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図1　米国エネルギー省の考える水素社会像�

出所）Patrick B. Davis, “The freedom CAR and hydrogen fuel Initiative,” Fuel cell seminar, 
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しかし、電気は貯蔵が困難なエネルギーで

あるため、再生可能エネルギーが電力の中心

を担うことは難しい。一方、再生可能エネル

ギーで発電した電力を用いて、水を電気分解

することで水素を製造し、電力を水素の形式

で貯蔵しておけば、電力を貯蔵しておくこと

が可能となる。このように水素は、再生可能

エネルギーとの相性が非常に良い。

このように、環境保護を考える国にとって

水素は魅力的なエネルギー媒体である。

（３）産業競争力の強化

水素は産業育成政策上も重要である。

世界の水素はその99％がアンモニア工場、

製鉄所や石油化学プラントで自家消費されて

おり、外販市場は非常に小さい。産業用水素

の国内市場は100～200億円である。また、燃

料電池はリース、試作品にとどまっており、

市場はまだ顕在化していない。

しかし、近年の環境意識の高まり、CSR

（企業の社会的責任）活動の強化とともに、

環境負荷の低い製品に対する消費者のニーズ

は高まっている。そのため、クリーンな水素

をエネルギー媒体として用いた製品を販売し

た場合、世界的な競争力を持つ可能性は十分

にある。また、水素がガソリンを代替した場

合、既存のガソリン内燃機関だけを販売して

いる自動車メーカーやガソリンの卸売業者は

売上高を大きく落とすことになろう。

このように、水素社会の実現が市場に与え

るインパクトは計り知れない。そのため、水

素関連の研究開発で先行している国や、市場

の変化に乗り遅れまいとする企業などは、産

業競争力の強化・維持を目指して水素社会へ

の移行を進めようとしている。

4 米国はエネルギー安全保障の
ために水素社会を目指す
米国は世界最大の石油消費国、石油輸入国

であり、その大部分を輸送部門が消費してい

る。米国は、石油を中東をはじめ多くの国か

ら輸入しており、エネルギーの安定確保が脅

かされる可能性をはらんでいる。特に、9.11

のテロ以降、米国はエネルギー安全保障も含

めた国家安全保障を重視するようになった。

さまざまな一次エネルギーから製造すること

ができる水素を、エネルギー安全保障上、重

要なツールと考えるようになった。

米国では、隣国カナダからの天然ガスの輸

入量が減少しており、石油、天然ガスともに

より遠い地域から輸入する必要がある。その

ため、唯一自国内での可採埋蔵量が豊富な石

炭に注目している。米国エネルギー関連予算

の中でも石炭関連の「フューチャージェン」

は、2003年から2013年までの10年間で10億ド

ルと、予算規模が比較的大きい。

2005年の大統領予算で、水素エネルギーイ

ニシアチブは２億3000万ドル、その他の水

素・燃料電池関連予算を合わせて合計３億

1900万ドルが計上されている。これは、エネ

ルギー省予算の1.3％に相当する。

5 EUは環境保護のために
水素社会を目指す
EUの燃料電池関連予算は、研究開発プロ

グラムであるフレームワーク計画（FP）に

従って配分されている。2002年から2005年ま

でのFP６では、エネルギー分野の予算とし

て20.4億ユーロ（１ユーロは約130円）が計上

されている。そのうち、持続可能なエネルギ

ーシステムの分は8.1億ユーロである。水素エ
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ネルギー関連予算としては、燃料電池開発プ

ログラムや、エネルギーの新しい輸送・貯蔵

技術（特に水素）に関するプログラムなどが

あげられている。

1999～2002年のFP５では、水素・燃料電

池関連予算は1.4億ユーロであった。また、

加盟各国が独自に国内で行っている研究開発

プログラムの予算は、FP予算の２～３倍と

考えられている。1.4億ユーロは５年間累計

での予算額なので、この金額は日本、米国と

比較すると非常に少ない。こうした点から、

EUは当初、水素社会に米国や日本ほどの予

算を計上していなかったことがわかる。

EUは、環境に対する意識の高い国情に加

え、石油の対外依存度の高まりから、環境負

荷低減とネルギー安全保障を水素社会の目的

としている。このため、EUの水素社会シナ

リオでは「炭素ゼロの水素」の利用が強調さ

れている。炭素ゼロの水素とは、再生可能エ

ネルギーまたは原子力など非化石燃料から製

造された水素を指し、温暖化ガスの排出量が

ほぼゼロの水素燃料である。

EUでは、2003年６月にEUハイレベル専門

家グループが報告書を策定し、2030年までに

燃料電池による分散型電源の普及、2040年ま

でに脱炭素化の水素製造装置の増加、2050年

までに水素型経済の構築を目指している。

6 日本の目的は新規産業育成
2004年度の日本の水素関連予算は329億円

で、エネルギー関連予算の3.4％を占める。

日本の水素・燃料電池関連の予算額は世界ト

ップクラスであり、米国と双璧をなす。

トヨタ自動車とホンダは、世界に先駆けて

燃料電池自動車をリース販売したため、同分

野で世界的に競争力が高いと認識されてい

る。また、日本は定置用燃料電池の技術開発

で先行している。日本では相対的に電気料金

が高く、都市ガスが安いため、燃料電池の導

入に対するハードルが諸外国と比べて低い。

そのため、東京ガスや大阪ガスなどのガス会

社が中心となって、定置用燃料電池の商品化

を積極的に進めており、世界的にも高いレベ

ルにあると考えられている。

こうした現状から経済産業省を中心とする

政府の目的も、産業競争力の強化に重点が置

かれている。たとえば、製鉄プロセスガス利

用水素製造技術（製鉄所からの副生水素で注

目される水素製造法）の開発や、燃料電池自

動車等用リチウム電池技術の開発など、比較

的短期に達成可能で、かつ個別、具体的なプ

ロジェクトが存在するのが特徴である。

そのため、日本政府が描く水素社会に向け

たシナリオは、諸外国と比較して短期的なも

のとなっている。たとえば、燃料電池自動

車は2010年の５万台から2020年に500万台、

2030年には1500万台の普及が描かれている。

また定置用燃料電池については、同期間に

220万kWから1000万kW、さらに1250万kW

という推移が目指されている。一般家庭用の

燃料電池は最大出力１kWで設計されている

例が多いことからも、急速な普及が想定され

ていることがわかる。

7 水素社会の到来は半世紀後
日米欧は、それぞれ異なった目的を持ちな

がらも、多くの研究開発予算を計上して、水

素社会に向けた研究開発を推進している。こ

のような政府の積極的な姿勢のために、一部

の人々は水素社会到来の時期を実際よりも早
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く考えているように思われる。

最近、全米科学アカデミーと米国物理学会

が相次いでブッシュ政権の水素エネルギーイ

ニシアチブを分析し、科学的なブレイクスル

ーの必要性を報告した。この報告以来、米国

のメディアは水素社会への移行の困難性を訴

えている。また、筆者らは多くの研究者など

から、水素社会への移行は当面は難しいとの

声を聞いている。

実際に、政府のロードマップを見ると、産

業育成のために短期的な目標を掲げる日本は

例外だが、米国、EU共に2040～50年に及ぶ

長期的なスパンでロードマップを描いている

（図２）。それぞれの国によりロードマップは

異なっているが、全体的に見ると水素社会へ

の移行は2050年前後と考えられよう。

水素社会のキープレーヤーを目指す企業

は、長期に及ぶ研究開発が必要なことを十分

認識して、研究開始の意思決定をすべきであ

る。一方、水素をエネルギー媒体として利用

する社会は、エネルギー安全保障、環境保

護、産業競争力の観点から必要である。その

ため各国政府は、強い意思をもって長期に及

ぶ水素社会への移行を進める必要がある。

1 先行するアプリケーション開発
水素社会の花形となるであろう燃料電池

システムに関して、日本のメーカーは世界的

に見ても最高水準の技術を有していると考え

られる。現在、最も実用化に近いとされる

PEFC（固体高分子型燃料電池）のコア部品

であるセルの生産では、カナダのバラード社

が先頭を走っている。しかし、自動車用燃料

電池ではトヨタ自動車やホンダが世界をリー

ドしており、パソコンや携帯電話への搭載が

期待されている携帯機器向け燃料電池では

NEC、日立製作所、東芝、カシオ計算機な

どが市場での主導権を握るべく研究開発に取

り組んでいる。

図2　各国政府の水素社会へのロードマップ�

日
本�

米
国�

欧
州�

2000年� 2010年� 2020年� 2030年� 2040年� 2050年�

～2005年：基盤整備技術実証段階�

～2010年：導入段階�

2010～20年：普及段階�

2020年～：本格普及段階�

2025～45年：水素経済の実現段階�

2000～15年：技術開発段階�

2010～25年：初期導入段階�

2015～2035年：設備投資段階�

2000～20年：研究開発、実証実験、ニッチ市場�

2020～50年：市場普及段階�
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日本メーカーが主導権を握りつつ、商用化

の兆しが見えてきた燃料電池だが、その普及

イコール水素社会の到来とはならない。前述

のとおり理想的な水素社会とは、太陽光、風

力といった多様なリソースから得られるエネ

ルギーを、水素を媒体として貯蔵・輸送する

社会である。このため、水素社会の実現のた

めには、水素の貯蔵・輸送技術の開発が、燃

料電池などの水素消費アプリケーションの開

発と並んで、極めて重要な意味合いを持つ。

2 家庭まで届かない水素
最終消費者への普及の最初のアプリケーシ

ョンといわれる家庭用燃料電池については、

東京ガス、大阪ガス、東邦ガスといった大手

都市ガス会社が戦略商品として位置づけ、一

般家庭への普及を狙っている。ところが、こ

のシステムについても、各家庭において都市

ガスから水素を製造（改質）し、定置型燃料

電池によって発電するシステムを想定してい

る。これは、従来の天然ガスベースのエネル

ギー消費に代わるものではなく、化石燃料依

存という現代のエネルギー需給構造の延長線

上に位置づけられるものである。

このような天然ガスをベースとしたもので

はなく、水素をベースとしたエネルギーシス

テム、すなわち水素を直接消費地へ供給する

システムの構築は可能だろうか。

実は、水素は従来の都市ガスに比べて体積

エネルギー密度が約３分の１と小さい。その

ため、都市ガスと同じエネルギーを水素で供

給しようとすると３倍の圧力が必要となり、

配管そのものや結合部分が耐えきれない。ま

た水素には、金属に吸蔵されてその金属を脆

くする水素脆化という物性があり、既存のガ

ス供給インフラを使っての水素供給は極めて

困難というのが現状である。

では、水素と都市ガスを混在させて供給す

ることはできないだろうか。燃料電池で消費

される水素と、一般のガス器具で消費される

都市ガスを適当な割合で混在させて各家庭に

供給し、必要に応じて水素または都市ガスを

利用すればよい。ところが、水素と都市ガス

を分離する技術の実用化には時間がかかる、

水素はエネルギー密度が低いため、混合ガス

では既存のガス器具によって想定する火力を

出すことが困難である、といった問題が山積

している。

3 水素スタンドは安全か
水素社会の象徴的な存在である燃料電池自

動車は、水素をガソリンから作るのか、都市

ガスから作るのかという議論は残るものの、

水素を圧縮する形で燃料として搭載し、燃料

電池によって発電、走行するシステムであ

り、水素の可搬性を活かした“水素社会的”

エネルギーシステムであるといえる。

トヨタ自動車が実用化した燃料電池自動車

は、350気圧に圧縮した水素を搭載し、走行

距離は約300km（同社のホームページより）。

これはカローラのセダンの約800km（同社発

表の仕様より推計）の半分以下であり、製造

コストの高さと並んで改善すべき大きな課題

となっている。現在、750気圧の高圧水素タ

ンクの研究が進められており、約500kmの走

行距離が実現するといわれている。

ここで問題となるのは、750気圧という高

圧に水素を圧縮して充填する機能を持たなく

てはならない水素スタンドである。車載タン

クの圧力が750気圧であれば、当然、充填設
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備にはそれ以上の圧力が必要となる。実際に

は、神戸製鋼所が1000気圧の昇圧設備の開発

に成功し、三菱商事も圧縮機なしで350気圧

の高圧水素を生成するシステムを開発するな

ど、技術的な進歩は目覚ましいが、商用化と

なると安全性、安定性といった要因をクリア

しなければならない。

たとえば、高圧水素を充填している最中に

車が動き出し、接続部分が外れてしまったら

どうするのか。タンク内のガス圧が高まるこ

とによる温度上昇をどうコントロールするの

か。単純に貯蔵するだけの安全性では不十分

である。水素製造から消費までの一連の活動

における安全性の確立が求められており、そ

のためには長期間にわたる試行錯誤が必要と

考えられる。

4 当面は天然ガスベースの
“過渡期”の水素社会
水素をエネルギー媒体として用いるインフ

ラの整備は非常に困難であるため、当面はイ

ンフラが整備されているエネルギーを用いる

ことが予想される。

このような燃料の代表例は天然ガスであ

る。天然ガスはすでに都市ガスとして日本の

約半分の世帯で使われている。定置用燃料電

池で最も開発が先行しているのは、オンサイ

トで天然ガスを改質して水素を得るタイプで

ある。一般に、天然ガスよりLPG（液化石油

ガス）、LPGよりガソリン（ナフサ）の方が、

改質が困難だといわれている。

各国政府の水素社会像を詳細に見ると、日

本は業務用、産業用の一部で水素パイプライ

ンの整備を想定しているが、家庭用では天然

ガス、灯油やLPGなどから水素をオンサイ

トで改質することを想定している。また、自

動車用には種々の水素供給源を考えており、

化石燃料のオンサイト改質、水の電気分解、

タンクローリーによる輸送があがっている。

米国は、大規模水素製造工場からの長距離

の水素輸送は2030年以降と考えている。短期

的には天然ガスの改質を計画している。EU

も、2030年以降にようやく長距離の水素輸送

が可能になると想定している。また、再生可

能エネルギーに強くこだわるEUは、再生可

能エネルギーで作る水素が水素エネルギーの

主流になるのを2050年と考えている。短期的

には、米国と同様に天然ガスの改質による水

素製造を有望視している。

このように、現実的には水素社会は一足飛

びに到来するのではなく、すでに供給インフ

ラが確保されている天然ガスが当面のつなぎ

として考えられている。天然ガスは、すでに

インフラが整備されていることに加えて、改

質が容易である、可採年数が石油より多い、

CO2の排出量がガソリンより少ないなどの理

由から、ガソリンなど他燃料よりも燃料電池

用の燃料として好まれている。

1 エネルギー業界の挑戦
天然ガス社会から水素社会への過程には、

さまざまなエネルギー供給事業者にとって大

きなビジネスチャンスが眠っており、また全

く別の事業者が新たなエネルギー供給主体と

なる可能性が秘められている。

これまでエネルギー供給事業は、大手電力

事業者、大手ガス事業者、石油会社がほぼ独

Ⅲ　水素社会が生むビジネス
チャンスへの挑戦
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占に近い状態で行ってきた。近年、電力とガ

スの相互参入、および新規発電事業者の誕生

によってその独占性は崩れつつあるものの、

限られたプレーヤーによるパイの取り合いで

あることに変わりはない。

ところが、水素の流通インフラが整備され

た瞬間に、たとえば副生水素を生産している

製鉄事業者、石油化学・石油精製事業者が、

電力会社やガス会社に匹敵するエネルギー供

給事業者となる可能性がある。もちろん、そ

の前提として、タンクローリーやガスボンベ

による輸送のコスト削減、および一般家庭や

商業施設におけるボンベ設置場所の確保、あ

るいは主要需要家に対する水素管の敷設な

ど、解決すべき課題は多い。しかし、政府に

よる環境負荷軽減の後押しという意味での補

助金の拠出や、工場団地や学園都市などの特

定エリアでの先端的取り組みといった可能性

は、否定しきれるものではない。

このような変化は、大型の副生水素を生産

する事業者にとって大きなビジネスチャンス

であると同時に、既存の電力事業者やガス会

社には大きな脅威となる。産業ガス大手の岩

谷産業はそのような視点での技術開発、基盤

強化を進めており、将来における水素ステー

ション建設の20％の案件に関与することを目

標に掲げているだけでなく、トヨタ自動車の

燃料電池自動車をリース購入するなど、新し

い社会でのリーディングカンパニーを目指し

て着々と布石を打ちつつある。

2 アプリケーションに求められる
安全性の強化

今日までは、最終消費者が直接使用する燃

料は天然ガスやLPG、ガソリン、灯油、デ

ィーゼルといった可燃性の気体、液体であっ

たため、当然その貯蔵、輸送、充填には十分

な安全措置がとられてきた。天然ガス社会、

水素社会となっても、その必要性が変わるこ

とはなく、これまで以上の安全性が求められ

るようになるだろう。

たとえば、自動車各社が目指している車載

高圧水素タンクのガス圧は700気圧である。

これはスキューバダイビングなどで用いられ

る圧縮空気ボンベの200気圧と比べても３倍

以上と、非常に高圧の状態にある。開口部に

他の器具を取り付ける必要がある水素ステー

ションでの充填作業では、振動や熱に対する

安全措置はもちろん、さまざまな安全措置が

とられる必要がある。

流量計や計装関係機器の製造会社であるト

キコは、日本にある天然ガスステーションの

ディスペンサー（供給設備）の７割を手掛け

ており、そのノウハウを活かして水素ステー

ション用ディスペンサーの製品化に着手して

いる。これは、気体である水素を充填する際

に、充填中にホースが外れても気体がもれな

いようにする緊急離脱カップリングという機

能が必要とされるため、液体であるガソリン

のディスペンサーとは異なるノウハウが求め

られる設備である。従来型のガソリンスタン

ドでは必要とされないものが、水素社会の到

来によってビジネスチャンスを生むという好

例であろう。

そのほか、水素という気体を取り扱ううえ

で極めて重要なセンサー、流量計、圧力計と

いった各種計装機器、監視・制御機器につい

ても、精度の向上やコストの削減が求められ

ている。また、水素センサーには凸版印刷な

どが参入を検討するなど、これまでとは異な
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るノウハウ、技術が必要とされる領域もあ

り、さまざまな業種・業態によるビジネスチ

ャンス獲得の可能性を秘めている。

最後に、水素関連技術では、これといった

絶対的な優位性を持つ技術、あるいはプレー

ヤーはまだ確定していず、それぞれのプレー

ヤーが主導権をとるべく、しのぎを削ってい

る状態にある。このような状態では、規格

化、標準化が重要な役割を果たす。たとえ

ば、水素燃料の規格は燃料電池の性能要件を

決定するし、同時に水素の製造原料や方法も

規定してしまう可能性がある。

技術の優劣がつかないなかでは、自国が優

位な技術方式に規格・標準を合わせることが

可能となり、自国が開発した技術に有利な規

格化、標準化によって燃料電池・水素関連技

術で主導権を握ることができる。

そのようななか、2003年末に米国が世界15

カ国に呼びかけて開催した「国際水素経済パ

ートナーシップ」は、規格化、標準化で優位

に立とうとする米国戦略が透けて見える。

また、燃料電池の規格化、標準化に関する

国際的な会議である「IEC/TC105」でも、

米国は主導権を握ろうと考えている。同会議

のワーキングループは全部で７つあり、ワー

キングループの調整役であるコンビナーは、

米国が３つ、ドイツが２つ、カナダと日本が

それぞれ１つ担当している。米国が最も多く

のワーキングループでコンビナーを担当して

いることからも、規格化、標準化で米国が主

導権を握ろうとしていることがわかる。

水素社会に向けた長期的な研究開発では、

技術的な優位性もさることながら、規格化、

標準化で主導権を握ることが重要となるた

め、日本の体制強化が望まれる。
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